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精神保健福祉センターとは
（精神保健福祉センター運営要領より）

• 精神保健福祉センター(以下「センター」という。)は、精神保健及び精神障害者福祉に
関する法律(以下「法」という。)第６条に規定されているとおり、精神保健及び精神障

害者の福祉に関する知識の普及を図り、調査研究を行い、並びに相談及び指導のうち複雑困難なものを行うと
ともに、精神医療審査会の事務並びに障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１
７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第５３条第１項及び法第４５条第１項の申請に関
する事務のうち専門的な知識及び技術を必要とするものを行う施設であって、次により都道府県(指定都市を含

む。以下同じ。)における精神保健及び精神障害者の福祉に関する総合的
技術センターとして、地域精神保健福祉活動推進の中核となる機能

を備えなければならない。

精神保健福祉センター
「無料で精神保健医療福祉サービスを行う公的機関」
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精神保健福祉センターの業務

(1)企画立案

(2)技術支援

(3)人材育成

(4)普及啓発

(5)調査研究

(6)精神保健福祉に関する相談支援

(7)当事者団体王の育成及び支援

(9)精神医療審査会の審査に関する事務

(10)精神障害者保健福祉手帳の判定及び自立支援医療（精神通院医療）の支給認定

(11)災害等における精神保健上の課題に関する相談支援

(12)診療や障害者福祉サービス等に関する機能

(13)その他

4

精神保健福祉センター
「無料で精神保健医療福祉サービスを行う公的機関」

センターの職員構成は、医師、
保健師、看護師、作業療法士、
精神保健福祉士、公認心理師、
精神保健福祉相談員、その他の
センター業務実施に必要な職員等

多職種で構成すること。
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2023年度  全国の精神保健福祉センター状況調査
主要事項の集計 ①
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2023年度  全国の精神保健福祉センター状況調査
主要事項の集計④

他の機関の併設

・知的障害者更生相談所：９
・身体障害者更生相談所：８
・児童相談所：５
・婦人相談所：５

・依存症相談拠点（薬物、ギャンブル）：６９

・ひきこもり地域支援センター：４３

・地域自殺対策推進センター：４８

・発達障害者支援センター：２

・高次脳機能障害支援センター：４
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全国精神保健福祉センター長会の委員会

•地域包括ケア委員会

•自殺対策委員会

•依存症対策委員会

•災害時等こころのケア推進委員会

•手帳・自立支援医療検討委員会

•指定医・専門医制度委員会

•データ分析・地域分析検討委員会

•ひきこもり対策委員会
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市町村の精神保健相談に関する相談の対応状況

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中核市等（再掲）

30万人以上

10-30万人

5-10万人

1-5万人

1万人未満

概ね対応ができる（あまり困難ではない） 多少の困難はあるが対応できる

ある程度困難を抱えており、対応に苦慮している 対応は困難

第3回精神障害にも対応した地域包括
ケアシステム構築に関わる検討会資
料5 市町村の現状と課題

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研
究「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）       市区町村の精神保健福祉業務に関する調査
（速報値）

N=1,230
半数近くの市町村が精神保健に関する相談に困難を

抱えている
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13

市区町村での対応が困難な個別相談

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の
機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対
応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）       市
区町村の精神保健福祉業務に関する調査（速報値）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中核市

30万以上

10-30万

5-10万

1-5万

1万未満

受診拒否
大声・威嚇

ひきこもり 虐待事例 AL/薬物 認知症
発達障害

児童思春期家庭内暴力

自傷・自殺企図
ギャンブルゲーム

知的
（人口規模）

受診拒否、近隣への迷惑行為、ひきこもり、虐待、発
達障害などの課題で対応に苦慮している

（複数回答：５つまで）

N=1,230
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精神疾患を有する者
（精神保健福祉法第５条）

精神疾患の診断が
ついていないが、
精神保健に課題を抱え
る者（精神保健福祉法
第46条）

現在は治療や支援を受ける
必要がない状態で、 自ら日
常生活及び社会生活を送る
ことができる者

精神障害者

長期にわたり日常生活または社会
生活に相当な制限を受ける者
（障害者基本法第２条）

精神保健医療福祉の支援対象

14
出典：埼玉県立精神保健福祉センター（地域支援担当）提供資料 国立精神・
神経医療研究センター 藤井 千代部長より提供 一部改変

精神医療の対象者

障害福祉の対象者

精神保健サービスの対象者

複合的課題を抱えた重度の
精神障害者等

医療が必要な
精神障害者等

支援に結びついていな
い、精神保健に課題を

抱える者

治療や支援につながりにくい人たち
Unmet mental health needs

14



47

36 35

17

11 10 10 9 8 7
4

1

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

優先事業

センター業務の優先度とその理由

出典：令和２年度厚労科研「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）
分担研究「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）
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(N=65：複数回答可)

第3回精神障害にも対応した地域
包括ケアシステム構築に関わる検
討会資料5 精神保健福祉センター
の現状と課題• 依存症、ひきこもり、自殺など新しい地域精神保健の課題の優先度が高い
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1万未満

1-5万

5-10万

10-30万

30万以上

中核

人員体制の充実 保健所からのバックアップ 精神医療の充実

精神医療との連携強化 精保センターからのバックアップ 研修機会の増加

事例検討会の増加 精神保健担当部署の設置 その他

（人口規模）

対応困難を解決するために望まれる体制

16

およそ４割の市区町村が、精神医療によるバック
アップを期待している

（複数回答：５つまで）

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化
を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）       市区町村の精神保健福祉業務に関する調
査（速報値）

N=1,230
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精神医療の充実の内容

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中核

30万以上

10-30万

5-10万

1-5万

1万未満

精神科医による往診・訪問診療等 児童思春期精神科医療の充実 精神科救急の充実

依存症対策の充実 多職種による包括的診療 退院支援の推進

訪問看護の充実 認知症専門医療の充実 身体合併症対応の充実

（人口規模）

17
精神科医による訪問、児童思春期精神科医療や
精神科救急の充実に加えて、多様なニーズがある

(複数回答可）

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保
健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井
千代）分担研究「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関す
る研究」（研究分担者：野口正行）       市区町村の精神保健福祉業
務に関する調査（速報値）

N=1,230
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精神科医師の地域支援の理解促進

精神保健関係者を招集しての協議の場設定

行政機関と医療機関の相互理解促進

データの利活用による計画作成等の支援

困難事例への技術支援（アウトリーチ等）を通しての包括的支援体制

構築

精神保健の知識による施策への助言・提案

研修や研究会等による精神保健の人材育成

1 2 3 4 5 6 7
(N=65)

精神保健福祉センターが精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に貢献できること

優先順位

出典：令和２年度厚労科研「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

（数字は％、優先順位が高い順）

第3回精神障害にも対応した地域包括
ケアシステム構築に関わる検討会資
料5 精神保健福祉センターの現状と
課題

• 困難事例への技術支援における主な対象
• 治療導入・継続困難事例へのアウトリーチ
• 依存症、ひきこもり、自殺ハイリスク者

• いずれにしても医療受診が難しい、精神保健医療課題を抱
えた人たちへの支援が優先的課題
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アウトリーチ支援①

※ 東京都以外にも、福島県、群馬県、千葉県、岡山県、仙台市、静岡市等の精神保健福祉センター
が地域の実情に合わせてアウトリーチ支援事業を実施

（東京都アウトリーチ支援事業）
平成23年度から都内3か所の（総合）精神保健福祉センターにおいて,保
健所等からの支援依頼により,医師,看護師,福祉職等の専門職チームが,保
健所等と連携して訪問型の支援を行い,精神障害者の地域生活の安定を目
指すとともに、地域関係機関の人材育成を推進する東京都アウトリーチ
支援事業を実施している
（支援対象者）
精神障害者又はその疑いがあり,未治療・医療中断等のため地域社会での
生活に困難を来しており,通常の受診勧奨や福祉サービス等の利用の勧め
に応じない方
（2018年4月～2023年3月の支援実績）
• 228名（男性116名女性112名）
• 19歳から87歳 （平均48.1±14.6歳） 19～87歳
• 40代 23.8％ 50代 28.6％を中心に幅広い年齢層
• 開始時診断分類 統合失調症圏55.3％ 心理的発達の障害圏13.6％
• 精神科受診状況 未治療 22.8％ 治療中断25.0％ 不安定受診5.7％

「東京都アウトリーチ支援事業における対象者への効果」「臨床精神医学」2025年5月

社会環境の変化や精神疾患の多様化等に伴い、支援対象事例は複雑化・困難化
 ・ 8050問題、同居家族との軋轢等家族間の問題  ・ 発達障害や知的障害など他の障害や身体疾患の併発

 ・ 権利擁護や近隣トラブル等、社会的問題を抱えるケース              （第７回東京都地方精神保健福祉審議会資料より）

※ この期間に支援を開始し,終了した事例数
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アウトリーチ支援②

• 「大津市保健所：チームかけはし」として、

精神保健福祉士、看護師、作業療法士、保健

師、心理士等の多職種の早期介入支援員が活

動する。

• 支援対象者は医療機関や地域の関係機関から

相談があった精神障害が疑われる未治療者・

医療中断者、精神科病院への頻回入院者等で

ある。

• 「支援対象者の日常生活の困りごとに積極的

に関わる」よりそい支援を基本としている。

• 地域の精神保健福祉相談精神科医師（民間医

療機関）や精神保健福祉センターも様々な立

場で協力する。
21



病院から地域へのリソース移行
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依存症対策依存症対策①
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依存症対策②

精保センターのギャンブル障害支援とSAT-G研修
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ひきこもり対策①
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ひきこもり対策②

27



自殺対策①
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自殺対策②

「地域自殺対策推進センター」とは

〇基本的な役割

• 地域センターは、管内におけるエリアマネージャーとして、各自治体の地域自殺対策計画の策定・進捗管理、検
証等への支援を行います。

• また、自殺は、健康問題、経済・生活問題、人間関係の問題のほか、地域・職場の在り方の変化など様々な要因
が複雑に絡み合っていることから、地域センターは、他分野の施策等とのコーディネート役として、自殺対策を
地域づくりとして総合的に推進します。その際、JSCPとの緊密な連携が必要となります。

〇具体的役割

• 地域センターは、管内市町村等において地域の状況に応じた自殺対策が総合的かつ効率的に推進されるよう、そ
の支援に必要な体制の整備を推進し、市町村等への適切な助言や情報提供等を行うため、以下の事業を行います。
JSCPは、これら５つの事業をトータルでサポートしています。
・地域の自殺の実態把握と自殺対策計画に基づく事業の情報の収集、分析、提供
・自殺対策計画策定と進捗管理に係ること
・管内の連絡調整と地域の自殺対策ネットワークの強化
・民間団体の自殺対策事業への相談支援と技術的助言
・自殺念慮者、自殺未遂者並びに自死遺族の支援者に対する研修などの人材育成
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自殺未遂者対策

精神科病院・クリニック、
精神保健福祉センター等

と連携
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精神科救急①
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精神科救急②

緊急・病床確保システム
精神科当番病院（輪番制）・かかりつけ病院・

精神医療センター・支援病院・診療所等 32



■ 精神科病床を併設する総合病院で管理者の同意を得て県が指定した病院
        滋賀医大附属病院 長浜赤十字病院
■ 協力病院は診療依頼の受付窓口を定め、院内の連絡連携体制を構築
■ 対応可能な身体合併症に制限等がある場合には事前に届出

■ 措置診察のための事前調査において情報センター等が下記のいずれにも該当すると認めた人
（１）精神疾患について措置診察の必要があると認めた人
（２）身体合併症について入院治療を要すると推定される人

■ 情報センター等は保護現場の最寄りの協力病院から順に診療を依頼
■ 情報センター等は対象者の判定を行うにあたり必要に応じ当番病院の指定医の助言・指導を

受ける
■ 協力病院の担当医師は診療の可否の判断にあたり、必要に応じて当番病院の指定医と連携
■ 当番病院の措置診察において対象者と判明した場合も同様に対応

身体合併症精神障害者等とは？

身体合併症協力病院

診療の仕組み

精神科病床を有する「総合病院」における身体合併症
精神障害者等の措置診察
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムにおける医療提供体制
～精神保健福祉センター（精保センター）の取り組み～

• はじめに

• 精神保健福祉センターと全国精神保健福祉センター長会

• 精神保健福祉センターと「にも包括」・市区町村支援

• 精神保健福祉センターによる医療提供体制に関連するいくつかの取り組み
・アウトリーチ ・依存症 ・ひきこもり ・自殺 ・精神科救急 ・…

• おわりに
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対象人口ごとの常勤職員数（平均値）

100万未満（N=21） 100万以上200万未満（N=32）

200万以上300万未満（N=６） 300万以上400万未満（N=3）

400万以上(N=7）

（人）

精神保健福祉センターの人員体制の現状

精神科医
精神科医以外の
医師

保健師
精神保健
福祉士

心理職 事務職

常勤
専任 48 2 1 1

兼任 11 2 2 1

非常勤 兼任 1

所長の職種と雇用形態

・常勤精神科医以外が所長を務めるセンター 21/69 (30.4%)
・常勤専任精神科医不在のセンター               14/69 (20.2%)
・常勤専任精神保健指定医不在のセンター     16/69 (23.2%)
・常勤専任医師不在のセンター                      13/69 (18.8%)
・常勤職員数が10人以下のセンター               16/69 (23.1%)

精神科医・常勤職員の確保に大きな困難を抱えている

センターが少なくない という課題がある

出典：令和6年度全国精神保健福祉センター長会調査
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まとめ

• “精神保健に関する課題を抱える者”は、支援ニーズが満たされておらず(unmet mental health needs)、精神医
療を含む医療提供体制からこぼれ落ちて潜在化している。メンタルヘルスの精神保健福祉ニーズが満たされない
人々の課題は複雑困難化し、裾野は広く多分野にわたる多様な支援が重要になる。

• 精保センターは自治体の精神保健福祉の専門機関として、精神科医を含む多職種を擁している。臨床的視点と公
衆衛生的視点の双方の役割・機能を持ち、「にも包括」等を活用して精神科医療提供体制の整備に貢献している。

• 精保センターによる医療体制提供として、
①重層的な多機関協働ネットワークをもつ市区町村・保健所等の活用（技術的・人的支援等）
②医療アクセスの紹介や診療導入を含めた精神科医療機関との協力・連携
③“精神保健に関する課題を抱える者”（治療契約困難者、依存症、ひきこもり、自殺ハイリスク者、精神科救急
受援者等）への直接支援や様々な専門プログラムの実施 などがあげられる。

• 精保センターのあり方は自治体ごとに様々である。人員配置も不十分な中、期待される責務は今後ますます増加
すると思われる。地域の特性に応じての多様性と均てん化が求められる。
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